
令和２年度 第２回 瀬戸市国際未来教育特区学校審議会 

次第 

令和２年５月２２日（金） 

午後２時から 

瀬戸市役所５階 全員協議会室 

１ 会長あいさつ 

 

 

２ 学校設置認可申請書について 

 （１）学校運営等について                   …資料番号１ 

 

 

３ 次回以降の日程について 

 

 

４ 学校設置認可申請書について 

 （１）財務面について                     …資料番号１ 

 

 

 



法令 法令の見出し 条 内容 委員意見

第２条
学校設置会社の役員が、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９条各号
の規定に該当しないこと。

・規定に準じている。
・本校の経営に関わる役員として、長尾幸彦、山口紀生、谷本康、３氏が挙げられている。この中で、左記の規定に該当
しないことが確認できたのは、谷本康氏のみである。ただし、長尾幸彦氏においては、現在岐阜聖徳学園大学の講師であ
ること、また、山口紀生氏においては、平成29年、LCA国際学園長となっていることから、左記の規定に該当しないこ
とは想像できる。

第２条
学校設置会社の経営を担当する役員が、学校を経営するために必要な知識及
び経験を有していること。

・代表取締役の長尾氏は、学校設置が未経験であるが、教育用教材やソフトウェアの開発などを通して一定の見識は備え
ている。また、取締役に就任予定の2氏に関しては、学校管理職として学校経営の経験と知識を有している。
・役員3名ともに、履歴書より確認できる。
・学校経営は、かなりの専門的知識が必要と考えております。校長先生、教頭先生は、教育に造詣が深い方ではあります
が、さらに学校経営の経験者が運営をサポートするとよいと考えられます。
・学校教育に仕事として関わった経験は豊富であることは認められるが、教育動向、教育に関する知識については教員経
験者の力を借りながら実施していくとよい。

第２条 学校設置会社の経営を担当する役員が、社会的信望を有していること。

・規準に準じている。
・代表取締役の長尾氏は、長年にわたり、当該会社の経営にあたるとともに、教育界への豊富な人脈があり、社会的信望
に足る人物と思われる。
・役員3名ともに、履歴書より確認できる。

第３条
本市の抱える教育課題の解決に寄与し、又は著しい教育効果の発現が見込ま
れる教育内容であること。

・瀬戸市は、今回の特区申請においても国際未来都市に相応しい人材の育成を標ぼうしている。今回の株式会社立小学校
では、イマージョン教育に力点が置かれたカリキュラム編成、PBLなどの主体的問題解決学習の導入などにより、瀬戸市
が目指す教育への寄与が見込まれる。一方、近隣市町村教育委員会との協力・瀬戸市教育委員会と共同した成果発表・研
修会の開催など具体的な教育効果の発現については、課題である。
・本市の抱える教育課題は、次世代の産業や社会、文化を担うことのできる人材の育成である。そして、本校の掲げる三
つの教育理念は、ここにつながるものだと考える。教育内容の二つの柱であるところの、探究型の学習とイマージョン教
育を導入した英語の授業が、理念の実現を果たすための具体的な方策である。また、本校の経営計画の中に、目指す教師
像が明示されている。その内容は、教育内容の二つの柱を推進していくために必要なものであろう。教育に直接携わる教
師の目指すべき姿を明らかにしていることは、教育効果を高める点で重要である。以上のことにより、左記のことが期待
できる。
・斬新な教育内容であることは期待できます。この内容を行い、なおかつ学習指導要領の内容を着実に実施していくため
の具体的な教育課程をさらに構築をされるとよいと考えます。
・寄与すると考える。

第３条
学校教育法、小学校設置基準（平成１４年文部科学省令第１４号）、中学校
設置基準（平成１４年文部科学省令第１５号）、この基準その他学校に適用
される法令等を遵守するものであること。

・遵守すると考える。

第３条 学校経営計画を有していること。

・学校経営計画は、PDCAサイクルに基づいて計画改善される必要がある。したがって、今後、校務分掌・年間計画・評
価委員会の設置・安全計画・道徳計画など様々な計画を作成立案していく必要がある。
・新型コロナウイルスに関する現状を鑑みると、地域の学校に通うよりも通学中の感染リスクが高くなると危惧する保護
者の方がいると考えられます。
・遵守すると考える。

第４条

校地は、負担付又は借用のものでないか。ただし、特別の事情があり、か
つ、教育上支障を生じない場合で、次の各号のいずれかに該当するときは、
この限りでない。
⑴ 国、地方公共団体、独立行政法人及びこれらに準ずる者（ 以下「地方公共
団体等」という。） の所有する土地で、２ ０ 年以上借用できることが確実
と認められるとき。
⑵ 地方公共団体等以外の者が所有する土地で、２ ０ 年以上安定して使用で
きる権利を取得し、これについて対抗要件を具備したとき。

第４条
校舎は、負担付又は借用のものでないこと。ただし、特別の事情があり、か
つ、教育上支障を生じない場合で、地方公共団体等の所有する建物を２０年
以上借用できることが確実と認められるときは、この限りでない。
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法令 法令の見出し 条 内容 委員意見

第５条

学校設置会社は、運用財産として、認可申請時までに開設年度の経常経費の
２分の１に相当する運用資金（以下「開設時学校運用資金」という。）を預
金若しくは有価証券で所有し、又は学校開設時までに開設時学校運用資金を
預金若しくは有価証券で所有することが確実でなければならない。ただし、
当該学校設置会社が保有している預金又は有価証券に当該学校設置会社の経
営を担当する役員が保有している資産を加えた資産が開設時学校運用資金を
上回る場合は、この限りでない。

第５条
各年度における運用財産の財源は、児童生徒納付金、寄附金、資産運用収入
その他確実な計画に基づく資金をもって充てるものとする。

負債 第６条

基本財産の取得に要する経費に係る負債は、次の各号のいずれにも該当する
ものでなければならない。この場合において、当該負債については、第４ 条
の規定にかかわらず、基本財産に抵当権が設定されていても差し支えないも
のとする。
⑴ 確実な金融機関等が行う貸付けによる負債であること。
⑵ 前号の負債に関する適正かつ実行可能な償還計画があること

第７条

学則中に次の必要事項が記載してあるかどうか
⑴ 名称及び位置に関する事項
⑵ 学級編制及び収容定員に関する事項
⑶ 修業年限、学年、学期及び休業日に関する事項
⑷ 入学、退学、転学及び休学に関する事項
⑸ 教育課程、学年の課程修了の認定、卒業等に関する事項
⑹ 教職員に関する事項
⑺ 授業料、入学料、検定料等に関する事項
⑻ 賞罰に関する事項

・基準に準じている。

第７条
教育課程に関する事項については、学校の公共性並び円滑な転入学及び進学
の確保の観点から極端な教育課程を行っていないものかどうか

・本学は、学習指導要領に定められた1条校であり、原則極端な教育課程とは言えない。今後、学習指導要領の内容を英
語を学習言語として具現化できるかどうか早急に検討すべきである。
・現行小学校学習指導要領教育課程（令和２年完全実施）との比較。教科等の学習内容は同様。ただし、英語及び総合的
な学習の時間を１・２年生から導入。学習指導要領では、年間35週程度、週あたり授業コマ数が25～28程度、総授業
時数が850～995。本校は、年間46週、週あたりコマ数が30、総授業時数は1380。これらのことより、極端な教育
課程とは言えないが、児童にとって、負担が大きい。なお、教育課程特例校の指定を受けていることは確認できなかっ
た。もしも特例校の指定を受けていないのであれば、総授業時数の1380時間が問題になるのかもしれない。
・小中一貫による特色ある教育が、高校とどう接続するかの具体的ビジョンの構築が必要であると考えます。
・基準に準じている。

第７条
前項第５号に規定する学年の課程修了の認定に関する事項のうち、進級につ
いては、校長の認定の下、毎年１学年ずつ進級するものとし、原級留置を行
う場合は、理由を明確にすること。

・学則等に見当たりませんが、学則第４章第１条の内容によって理由が明確になること、第２条により校長が認定するこ
とは想像できます。
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法令 法令の見出し 条 内容 委員意見

第７条
授業料、入学料、検定料等の納付金として徴収するものについては、全て明
記すること。

・第7章第4条に、「・・・いかなる理由があっても返還しない」とありますが、入学を辞退した場合、授業料等につい
ては返還請求は可能とするのが原則と思われます。但し、他の私立小学校の学則でも、同様の記載をされていましたの
で、参考で結構です。
・別表2において、授業料等すべて消費税込みの金額が記載されていますが、学校教育法に規定する学校においては非課
税と思われましたが、いかがでしょうか。＜国税庁 タックスアンサー＞
https://www.nta.go.jp/m/taxanswer/6233.htm
・基準に準じている。

教材 第８条
主な教材については、学校教育法第３４条第１項（同法第４９条において準
用する場合を含む。）に規定する教科用図書を使用するものとする。

・基準に準じている。

第９条
１学級の児童生徒数は、４０人以下とする。ただし、第１学年の児童で１学
級を編制する場合は、３５人以下とする。

・適切であると考える。

第９条
学年は、小学校は６学年による編制、中学校は３学年による編制とし、学級
は、同学年の児童生徒で編制するものとする。

・適切であると考える。

第１０条
小学校等には、校長、教頭、教諭、養護教諭及び事務職員を置くものとす
る。

・職員組織調書には教頭は存在しないが、副校長が存在する。これらの違いが明らかではないが、教頭に代わるものが副
校長であれば問題はない。
・基準に準じている。

第１０条
健康管理に関する専門事項を指導するため、学校医、学校歯科医及び学校薬
剤師の指定をするものとする。

・基準に準じている。

第１０条
教諭は、教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第４条に規定する免
許状を有する者でなければならない。

・基準に準じている。

第１０条
小学校等には、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関す
る法律（昭和３３年法律第１１６号）第７条の規定による数以上の教頭及び
教諭等を配置しなければならない。

・教員の定足数については、確認できなかった。
・本校は、8学級でスタートする。左記の法律によれば、８学級×1.249=9.992→10名　となり、10名以上の教頭お
よび教諭等が必要。職員組織調書によれば、教諭等（副校長2名を含む)は8名である。また、調書表外には定数以上の人
員は確保(9名)と記載されている。よって、現状では不足しているのではないか。

表簿の配備 第１１条

小学校等に備えるべき表簿については、学校教育法施行規則第２８条第１項
に定めるところによる。
①学校に関係のある法令
②学則、日課表、教科用図書配当表、学校医執務記録簿、学校歯科医
　執務記録簿、学校薬剤師執務記録簿及び学校日誌
③職員の名簿、履歴書、出勤簿並びに担任学級、担任の教科又は科目
　及び時間表
④指導要録、その写し及び抄本並びに出席簿及び健康診断に関する表簿
⑤入学者の選抜及び成績考査に関する表簿
⑥資産原簿、出納簿及び経費の予算決算についての帳簿並びに図書機械
　器具、標本、模型等の教具の目録
⑦往復文書処理簿

・基準に準じている。

施設及び設備 第１２条
小学校等の施設及び設備は、指導上、保健衛生上、安全上及び管理上適切な
ものでなければならない。

・防災マニュアル・危機管理マニュアル・安全マニュアルなど児童の健康・安全に関するマニュアル、近隣地域・関係機
関等との連携した体制整備を開校までに行うこと。
・示された資料からは判断できない。
・ほぼ適切であると予見される

校舎及び運動場
の面積

第１３条 校舎及び運動場の面積は、設置基準に定める面積以上であるかどうか ・基準に準じている。
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法令 法令の見出し 条 内容 委員意見

校舎に備えるべ
き施設

第１５条 校舎には、教室、図書室、保健室及び職員室を備えるものとする。 ・基準に準じている。

その他の施設 第１６条
小学校等には、校舎及び運動場のほか、体育館を備えるものとする。ただ
し、地域の実態その他により特別の事情があり、かつ、教育上支障がないと
市長が認める場合は、この限りでない。

・基準に準じている。

校具及び教具 第１７条
小学校等には、学級数及び児童生徒数に応じ、指導上、保健衛生上及び安全
上必要な種類及び数の校具及び教具を備えなければならない。

・基準に準じている。

学校保健計画の
策定等

第５条

学校においては、児童生徒等及び職員の心身の健康の保持増進を図るため、
児童生徒等及び職員の健康診断、環境衛生検査、児童生徒等に対する指導そ
の他保健に関する事項について計画を策定し、これを実施しなければならな
い。

・基準に準じている。

学校環境衛生基
準

第６条
学校の設置者は、学校環境衛生基準に照らしてその設置する学校の適切な環
境の維持に努めなければならない。

・基準に準じている。

学校安全計画の
策定等

第２７条

学校においては、児童生徒等の安全の確保を図るため、当該学校の施設及び
設備の安全点検、児童生徒等に対する通学を含めた学校生活その他の日常生
活における安全に関する指導、職員の研修その他学校における安全に関する
事項について計画を策定し、これを実施しなければならない。

・基準に準じている。

学
校
図
書

館
法

司書教諭 第５条
学校には、学校図書館の専門的職務を掌らせるため、司書教諭を置かなけれ
ばならない。

・基準に準じている。
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瀬戸 SOLAN における英語を導入したグローバルプログラムの計画 

 

１．グローバルプログラムの目的 

本校では英語を学ぶのが目的ではありません．言語をツールとして使いながら世界全体の抱える問題の 

解決につながる方策を受信・発信することを目的としています．それは，6年間で全授業の約 40%を「英 

語で学ぶ」グローバルプログラムです．目標としては「中学校卒業時に英語圏の高校で授業が受けられるレ 

ベルの言語力」です． 

 

２．教科学習に英語を導入 

英語で教科を教える際の言語と教科内容の比重については下記の３種類があり，SOLAN では 6学年を 

通して下記の表の方向性で考えています． 

EMI（English Medium Instruction）：目的は言語習得で教科内容は手段 

CLIL（Content and Language Integrated Learning）：教科内容と言語バランス良く 

CBI：（Content-Based Instruction）：目的は教科内容の理解で言語が手段 

 

教科 1/2年 3~６年 詳細 

算数・生活・理科 

（両言語で学ぶ教

科） 

EMI 

言語中心 

CLIL 

言語・内容バランス 

英語の割合が高く，学習内容が簡

単なうちに英語の基礎を習得 

図工・体育・音楽 

（英語のみで学ぶ教科） 

CLIL 

言語・内容バランス 

実技教科のため言語をより意識．

習得する単語や表現方法の明確化 

 



低学年のうちに英語の基礎（フォニックス，リーディング，生活言語等）を習得することを目指すものの，

週 2・3 時間だけでは不十分なため，1,2 年生の間は算数・生活の授業でより言語にフォーカスした授業の進め

方が求められます．英語の基礎がなければ，教員や友だちの言っていることや文章で書かれていることが読

めなかったり，理解できなかったりすることにつながり，児童自身が授業に参加していることが苦痛になっ

たり，わからないまま進んでいたりする恐れが生じることを避けなければなりません．中学年・高学年になる

と内容が難しくなるため，言語にフォーカスしたままでは習得する内容に遅れが生じるため，低学年から

徐々に「言語と教科内容のバランス」へと比重を変えていきます． 

実技科目においては，言語要素を意識せず行なってしまうと，どうしても内容先行で進めがちになります．

教員は英語で説明しているものの，児童同士の会話は日本語であったり，表現だけを見ていると英語で授業

を行なっているメリットが低くなったりしてしまいます．そのため，実技科目についてはできる限り他の英

語の授業も担当している外国人担任が英語で教え，学級のルールや学んでいる英語の表現などを取り入れな

がら教えていくことが理想的です． 

教科の授業時間の 40％は英語で行い，算数，生活科，理科等では，英語の授業を日本人担任が必要に応じ

てサポートします．子どもの英語力については，TOEFL（トーフル）Primary を全校で実施し，子どもの英語

レベルを評価します．これは学習の指導法についての改善に役立てるとともに，子ども自身の目標設定の指

標として活用します．幼児用から成人まで通したもっとも充実したカリキュラムとテストが揃っており，読

む，聞く，話す，書くの 4技能をバランス良く評価できることが TOEFL を選択した理由です．  

 

英語で行う科目と時間数  （ ）内はその教科の合計時間数 

 1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 

English英語 3 2 2 2 2 2 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．英語を学ぶ動機付け 

子どもにとってはなぜ英語を学ばなければならないのかという学ぶ必然性を重視するために，海外との合 

同学習や交流学習に取り組みます．海外の小学校との交流学習を通して，「彼らと友達になって話したい．

だから英語を学びたい」という，学習動機につながる学習を計画しています．現在，時差の少ないフィリピ

ンのセブ島の小学校との交流を交渉中です．  

 

４． 学校だけでなく重要となる家庭学習 

学校で「英語で行う授業」から一歩出ると，児童の生活は日本語中心となります．日本人と外国人の両担 

任制や豊富なリーディグ教材，放課後の英語プログラムなど，学校では様々なフォローはできるものの，

学 

校から一歩出てしまえばサポートするのは困難です． 

そこで家庭学習でもオンラインのリーディングソフトやマイクロステップを用いて，毎日英語に触れる 

Math算数 2（4） 2（5） 2（5） 2（5） 2（5） 2（5） 

Seikatsu生活 1（3） 1（3）     

Science理科   1（2.6） 1（3） 1（3） 1（3） 

Art図工 2 2 1.7 1.7 1.4 1.4 

PE体育 3 3 3 3 2.6 2.6 

Music音楽 2 2 1.7 1.7 1.4 1.4 

Total総合計 13 12 11.4 11.4 10.4 10.4 

英語の割合 43% 40% 38% 38% 35% 35% 



時間を確保する．保護者自身の英語力は求めないものの，児童を家庭でサポートすることの重要性を理解

し家庭でも協力していただくことが英語力伸長の鍵となると考えています 

 

５．両言語で学ぶ教科における日本人（担任・アシスタント）の役割と評価 

英語力を高めるために，瀬戸 SOLAN小学校ではバディ担任システム（日本人教師と外国人の二人担任） 

とします．日本人・外国人の担任は児童の学習状況の全てを把握しておかなければなりません．ここでいう

学習状況とは，教科の進捗状況と児童の理解度です．進捗状況については定期的なミーティングにおいて

確認し，クラス全体の理解を見ながら「習得」の状況や「活用」へのつなげ方を把握していきます．  

児童の理解度については，授業中の様子，学習の成果を見ながら確認するものの，「知識の習得」におい 

ては担任やアシスタントである「日本人」がとても重要な存在となります．英語で学ぶ場合，児童がつまず 

いている状況で気をつけるべきは，その原因が「習得の度合い」にあるのか，「英語力」にあるのかです．

「習得の度合い」の場合は反復や再度学習することが必要になるが，「英語力」になる場合は習得ができてい

ることを日本語で確認さえできれば，学習すべきは「英語力」になるため，別のアプローチが必要になります．

そのため日本人担任またはバイリンガルのアシスタントは「英語で行う」授業に常に入り，児童のサポートを

行いながら，個々の理解度の見極めや日本語での授業の進め方の参考にしていきます．  

評価においても同様で，両言語で習得ができていれば理想的ですが，日本語で習得ができていれば次の 

段階に進む準備は整っているため，習得や活用の評価においては日本語での成果が基準となります． 



瀬戸 SOLAN における教育課程の計画 

 

本校のカリキュラムは、図１の通り構想され、子

どもの主体的・創造的な学びの構築を目指していま

す。 

この目的のために最も重視しているのが探究型の

学習です。探究型の学習は、子ども自身の興味・関心

から自ら問いを見出し、自分なりの方法で解を導き出     （図１ カリキュラムの全体構想） 

します。いわば子ども自らがデザインする学習です。 

この学習を成立させるためには、その前提として、知識・技能を確実に身につける習得型の学習が必要とな

ります。さらに、その身につけた知識・技能を活用する場として設定しているのが活用型の学習です。  

この３つの学びの場の相互作用によって、子どもの資質・能力を高めていけると考えています。 

 

１． 習得型、活用型の学習を考案するための学習内容の分析 

活用型学習の前提となる知識技能は、使用する教科書を分析して設定しました。教科書は、瀬戸市で採

用されたものと同じものを採用します。 

１年生から３年生までの国語、算数、生活、理科、社会の学習内容を分析し、教科特有の資質・能力と

教科の汎用的な資質・能力に分けて、習得型と活用型の学習を構想しています。下記はその一例です。 

 

 

 



（表１ 国語の学習内容の分析 一部抜粋） 

 

 

２． 習得型の学習内容 

教科特有の資質・能力を分類し、学習スキルを抽出しました。例えば、国語は、漢字、言葉、書く、話

す・聞くなどです。これらは、アプリケーションを使って学びます。漢字、言葉、英単語については、

マイクロステップ・ラーニング（岡山大学寺澤孝文教授が開発したシステム）を使用し、その他は現在

検討中です。テクノロジーを活用することで、子どもたちは効率よく学ぶことができ、教師も習得状況

を効率よく把握できます。  

 

（図１ マイクロステップ・スタディ公式 YouTube チャンネルより 

https://www.youtube.com/channel/UCpJ3bEIQTyv1KXdlWI50Lpg） 

 



３． 各教科の汎用的な資質・能力をもとに活用型（プロジェクト）のパフォーマンス課題を構想 

教科の資質・能力を分析した結果を受けて、汎用的な資質・能力を横断的に参照しながら、課題を設定し 

ました。その中でプロジェクトを構想する上でのポイントを整理しました。ポイントとしては下記の２つ

です。 

 

(1)パフォーマンス課題の設定 

リアルな文脈の中で、各教科の知識や技能を使いこなす（使わざるをえない状況、応用、何らかの実践を 

する）ことを求めるような課題 

(2)課題に入っている要素 

目的、子どもの役割、対象、想定されている状況、生み出す作品、評価の観点、学習活動の見通し 

活用される知識・技能 

また、プロジェクトの学びの履歴を蓄積するものとしてプロジェクトシートを活用していきます。 

  プロジェクトシートは、課題解決の流れに即して、子ども自らが「子どものできたこと」を写真や言葉で 

記録し、その記録に対して教師のコメントを書き込むものです（表２）。プロジェクト学習は、複数の教科

の知識・技能を使わざるを得ない活動を準備します．子どもたちができたと判断したのは何故なのかをきちん

とシートに書き込めるように支援していきたいと考えています。  

             （表２ プロジェクトシート案） 

 

第１ フェーズ　 　 　 プロジェ クト １ ： 生き物マッ ププロジェ クト （ 国語， 算数， 理科， 社会， 情報） （ 2 ３ 時間）

【 パフォーマンス課題】

今年度から開校した瀬戸SOLA N小学校の１ 期生の皆さん， 皆さんに１ ， ２ 年生が地域をことを知るためのマッ プを作成してもらいます． 本屋に行けば地図は販売していますが， それは１ ， ２ 年生にはわかりにく いですね． 楽しみながら地域のことを知ることが

できるマッ プを作成してく ださい．



４．今後の課題 

今後は、年間のプロジェクト学習をさらに具体化していくとともに、探究学習についても検討していきた

いと思います。また、図工、音楽、体育も含め、全ての年間指導計画を作成し、評価方法について明確にし

ていきます。12月にはシラバス（授業計画）を完成する予定です。 
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Ⅰ．分析の前提・観点 ①

目的

対象会社から提供された財務データをもとに、財務分析を実施いたしました。
学校事業の経営計画に対し、「収益性」「安全性」「効率性」の観点(※)から分析しております。
※一般的な財務分析をする際に用いる観点

対象会社の決算状況を確認し、同社が作成した「学校事業の経営計画」に対し、
「収益性」「安全性」「効率性」の観点で分析を実施しました。

分析対象
資料

参考
資料

• 構造改革特別区域法に基づく学校設置認可を目
指す対象会社（教育システム㈱）が作成した、「学
校事業の経営計画」の分析

 新設瀬戸LCA学園経営計画
⇒【計画期間】2021～2030年度
⇒【対象事業】学校事業のみ（既存事業など他の
事業は数値がないため、分析対象外）

 R1.5月期-決算報告書-教育システム

 H31.3月期-決算報告書-御田商事

 H31アオキ決算財務諸表

 H29-R1 教育システム総勘定元帳

※本分析は、上記で提供された資料内容を前提に分析を行っています。このため、提供資料の数値の妥当性・正確性について、資料
作成者は責任を負いません。

前提条件 分析の観点

収益性

効率性

安全性

•企業が獲得できる収益について分析いたします。
•主に損益計算書を用います。
•計画損益計算書を分解して分析することで、
事業の収益性を検証いたします。

•企業が保有する資産の効率について分析いたします。
•主に損益計算書と貸借対照表を用います。
•労働分配率や保有資産増減の推移を分析することで、
経営の効率性を検証いたします。

•企業の財務構造から経営の安全性について分析いたします。
•主に貸借対照表とキャッシュフロー計算書を用います。
•計画している貸借対照表・キャッシュ増減を分析することで、
経営の安全性を検証いたします。
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Ⅱ．分析サマリー

経営計画は増収増益で、それに伴い資産超過となる計画となっています。今後は、
開校後に計画と実績の差異を確認・分析することが重要になります

主な項目 計画と実績の乖離可能性（例）

決算実績
• 株式会社教育システム、親族会社とも直近決算年度の損益は黒字
となっており、貸借対照表も資産超過（債務超過ではない）となって
います。

経営計画

• 児童・生徒の安定確保により、全体的に増収増益で、黒字を継続
する計画となっています。

• また、増収増益により、現預金なども増加し、資産超過の計画と
なっています。

• 経営計画は現時点での前提を設定して、作成されているため、開校後は毎年度、計画と
実績の差異を確認・分析し、改善を図っていくことが重要です。

• また、実績との乖離が大きくなった場合、経営計画の見直しを行うことが重要です。

• 開校後の毎年度の審議会でも、計画と実績の差異を確認・協議することが重要と考えま
す。

今後のポイント




